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l はじめに
本稿の概略を目次代わりにまとめると、 以下のとおりである。
国際的な比較をしてみると、日本の高齢者の住居移動(転居)は、活発に
行われているとは言いがたい。本稿では、転居の理由として就業事情が挙げ
られることをふまえ、 高齢者雇用の枠組みから不活発な理由を探つてみた。
日本の高齢者の高い就業率の背景には、 継続雇用など雇用確保措置の存在
がある。継続に際しては同一職務・同一部署といったケー スが多いとされ、
転居の必要性は大きくない。こうした規制が、年功的な賃金体系の存在や中
高年層の再就職環境の厳しさとぃった状況もあぃまって、 結果として高齢者
の転居を抑制する方向に働いている可能性がうかがえる。
定年後或いは継続雇用後まで含めた高齢者の就業を考えると、 それまでの
キャリアや健康状態など様々な状況が反映されるため個人差が大きぃ。働く
目的も中年或いは若年層とは重ならない部分がでてくる。転居が活発に行わ
れなぃことから、 高齢者が一定の地域に集中する可能性も高い。 ここまで進
めてきた企業に頼つた解決には限界がある中で、 生涯現役社会への展望を開
いていくためには、 高齢者の就業問題をそれぞれの地域の課題としてきめ細
かく対応していく必要性が高まるのではなぃか、 とぃう点にっいて最後に言
及した。
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2 あまり転居しない日本の高齢者
( l )  高齢者の転居に関わる国際比較
他国と比較してみると、 日本の高齢者は活発に転居 (住居移動) している
とは言いにくぃ。園田(2011、pp.211-212)は、 「高齢者の生活と意識に関す
る国際比較調査」 の結果を使用して、 現在65歳以上の者にっいて60歳以上に
なってから住居移動を行つたと確実に考えられる者の割合 (高齢期住居移動
率) を算出している。そして2000年以降5年ごとに実施された計3回の調査を
通じて、日本は他国(アメリカ、韓国、 ドイッ、スウ ェーデン但し2000年と
2010年のみ) と比べて最も低い数値を示している点を指摘している。 園田は
同様の手法で、 現在75歳以上で70歳以降に確実に住居移動した人の割合も算
出しており、結果は同様であることを確認している。そして、加齢に伴い住
み替えが活発に行われるアメリカ、 スウェー デンと、 高齢期における住み替
えがあまり見られなぃ日本の状況は極めて対照的と言及している。
(2 ) 年齢別にみた転居に関わる日米比較
現住地が5年前の居住地と異なる人の割合 (以下5年移動率と略記) の年齢
別の推移を、日米で比較してみる(図表1)'。
図表1から全体的な動向にっいて確認する。 85歳以上を除くと、 アメリカの
5年移動率のほうが日本のそれより高い。若年及び中年期では、 大雑把に10%
前後の差がある。 続いてアメリカの5年移動率の推移をみると、 25̃29歳で
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ピークを付けた後はずっと低下しており、 75̃79歳で大底を付けたあと反転
上昇している。 一方で日本の5年移動率の推移をみると、 30̃ 34歳でピー クを
付けたあとは、アメリカより早いスピー ドで低下している。65歳から79歳あ
たりまで底這い状態を続けてから反転上昇している。
次に、 高齢者層の動向に絞つて確認する。 両国共に高齢期後半で5年移動率
が上昇している理由は、 介護施設への入居などが一因として考えられる2。 そ
の前の年齢では、 日米の5年移動率の動きは異なる。 緩やかな低下傾向が続く
アメリカに対して、日本のそれは、それまでの低下が早いため、65歳以降に
なるとほぼ横ばいだ。そのため図表1にみるとおり、両者の差は縮小してい
る。転居に慣れているアメリカにおいても70歳代に入ると5年移動率は低水準
となっており、転居は行われにくくなってくるようだ。日本の場合は、その
前の時点からあまり転居しておらず、そのまま70歳代を迎えている。
日本は、 アメリカと比べればそもそも転居が少ない国、 という様子がみて
とれる。移民の国であるアメリカと日本とでは文化が違うと一言で片付けて
しまわずに、 日本における中高年期、 特に60歳代頃の転居を抑制している要
因にっいて、 以下では就業面から考えてみたい。
3 転居を抑制する方向に働く高齢者雇用の枠組み
( 1 ) 高齢者の就業率の上昇
転勤で引つ越すというのはよくある話であり、就業に関連した理由は転居
の一因として挙げられる。 そこでまず、 日本の中高年層の就業状況を確認し
ておこう。なお本稿では傾向を分かり易くするため、農業従事者は一旦除い
て考えることとする3。
まず、日本の中高年層の就業率(非農林業)の推移を確認する(図表2)。
55̃59歳も60̃64歳も1990年前後あたりから大きく上昇し、60̃64歳は2000
年代後半に入るとさらに大きく上昇している。65̃69歳は概ね横ばい傾向に
あったものの、 2004年頃から上昇に転じている。
一方で70歳以上の就業率 (非農林業) は、 2004年tこ大底を付けた後でジリ
ジリ上昇しているが、 まだ底離れしたとは言い難い (図表3) 。 その前まで
の世代の就業率が上昇しているにもかかわらず70歳以上の就業率が上昇しな
い理由の一つとして、労働市場への参入がそもそも難しぃような高い年齢層
の人口が累積的に増えていく一方で、 労働市場への参入が可能な70歳代前半
といった比較的若い高齢者の人口増加には限りがある点が考えられる。
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図表2 就業率の推移(非農林業)%
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70歳以上の就業率にっいては、 ここまで考慮の外と してきた農林業従事者
が多く、 その動向にも注意する必要がある。 全体の就業者の中で農林業就業
者の占める割合は、 1970年代こそ二桁を確保していたが、 長期低落傾向に歯
止めが掛からず、 2012年は3.6%にまで下がっている。 一方で70歳以上の就業
者のなかで農林業従事者が占める割合は、 ずっと30%台を維持してきたが、
ここ数年で大きく低下し始め、2012年は23.7%だ(図表3)。農林業を含む
70歳以上の就業率の低下が最近になって止まったようにみえる一因として、
こうした割合の低下が考えられる。
日本の高齢者の就業率を、2- (1)で取り上げた諸国と比較してみよう
(図表4)。日本の就業率は韓国以外の3カ国よりは高い水準にある。韓国の
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それは日本を上回つているものの、 農業従事者の割合が他国と比べて高いと
いう点でやや特殊であることをふまえれば、 日本の高齢者の就業率の高さは
国際的に見てもトップ水準と言つていいだろう4。
(2 ) 高年齢者雇用安定法による雇用確保措置
日本の高齢者の就業率は、なぜこのように高いのだろうか。厚生労働省
(2012、pp.246-248)などの記述に沿つて、関係する高年齢者雇用安定法の制
定やその改正の流れと図表2及び3に見る各年齢層の就業率の推移を照らし合
わせておく。まず、1986年の60歳定年の努力義務化、1994年の60歳定年の義
務化 (施行は1998年) といった取り組みは、 1990年前後の各年齢層の就業率
上昇の一因だろう。2000年代半ばから始まる就業率の上昇にっいては、2004
年の改正に伴う雇用確保措置の実施義務化 (施行は2006年) がその一因と考
えられる。 さらに高年齢者雇用安定法の2012年における改正では、 継続雇用
制度の対象となる高年齢者にっき、 事業主が労使協定により定める基準によ
り限定できる仕組みは2025年までに段階的に廃止されることが盛り込まれた
(厚生労働省、2013a、p.18)。厚生労働省(2012、pp. 54-255)で取り上げ
ている調査によれば、 同じ会社で定年を迎えずに働き続けている者と継続雇
用されて働いている者を合わせると男女ともに過半数となっており、高齢者
が働き続ける上で、 雇用確保措置による定年の引き上げや継続雇用制度の導
入が大きな役割を果たしていることが指摘されている。
藤本 (2012、 pp.93-96) の60歳代前半層の継続雇用に関わる記述を整理する
と、通常60歳頃と同じ仕事内容を継続し、勤務場所は同じ事業所・同じ部署
でフル夕イム勤務、定年到達時の7割前後の賃金水準、 とぃうのが、継続雇用
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者の平均的な姿のようだ。 2013年4月に施行された高年齢者雇用安定法の改正
を踏まえて行われた労務行政研究所の調査(2013、p.46)では、再雇用時の
勤務実態は「定年前と同じ勤務日数、同じ勤務時間(フル夕イム勤務)」が
最も多かったそうだ。 フル夕イム勤務の職務内容にっいては「定年前の同一
職務・同一部署」が最多とぃう結果が出ている。今のような形で高年齢者の
雇用が確保されれば、 転居が必要になるような勤務地の変更も少ないとみて
いいだろう。
( 3 ) 今後の課題と して残された年功的な賃金体系の見直し
継続雇用などによる対応には、色々な宿題が残されている。清家(2013、
pp.2-3) では、 高齢化が進む中では年金支給年齢の更なる引き上げは必至であ
り、 そのためには働く意志のあり能力のある人が継続的に働ける生涯現役社
会が必要、とする。そのための課題として、年功的な賃金や処遇の見直し或
いは生涯にわたる能力開発機会の確保が必要、 といった点を指摘している5。
年功的な賃金体系の見直しは、 若年者雇用と高齢者雇用の代替性といった
視点からも考えるべきだろう。 この点にっいては、 いまだ統一した見解はな
いとはいえ、 高齢者の賃金水準が高ければ、 その雇用確保を高齢者以外の層、
例えば若年者の賃金や雇用などで埋め合わせざるを得なくなる可能性が高ま
る、 と考えるのが普通だろう。
こうした議論があること自体、年功的な賃金体系が依然として根強く残つ
ていることを示している。高齢になるほど賃金が高くなっていくメリットを
享受しようとすれば、人々は企業に長く勤めることを選択するだろう。その
延長線で定年更には継続雇用とぃったプロセスが進行することになれば、 先
に述べたように、転居はその過程で抑制される可能性が高い。
( 4 ) 厳しい高齢者の就職環境
高年齢者雇用安定法改正の背景には、 高齢者の就職環境の厳しさもある。
厚生労働省(2013c)では、職業安定業務統計を使つて就職率を算出し、65歳
以上層のそれは年齢全体の就職率の約半分にとどまることを指摘している。
農林業や自営業は、高齢者の就業が多いとされる(厚生労働省、2012、
pp.248-250) 。しかし、 高齢になって新規に就業するのはそう簡単ではなぃと
みるのが自然と思う6。
高齢になってから新しぃ就業機会を探すとなると選択肢は多くない。 だか
らこそ日本は雇用確保措置といった形での対応を軸に、 それまでの各企業に
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おける経験を評価するとぃうことで雇用者と労働者の合意の基盤を熟成させ
ながら現在に至つている。
( 5 ) 高齢での就業を難しくする転居のしにく さ
知識や経験の偏在はイン夕一ネットの普及などでかなり修正されていると
はいえ、 転居前の地域ではあまり価値のなかった経験や知識が転居後の地域
では大きな価値を持ち、それが就業の決め手になるといったことは依然とし
て起こりうる。ところが、ここまで述べてきたように、継続雇用などの現在
のシステムに沿う場合は、 それまでと同じ場所に住み続けていく可能性が高
い。 団塊世代が退職すれば故郷や地方圈に移住する人が增加する可能性を指
摘する声もある(峰岸、2012、pp.9-10)。可能性としては当然あるだろうし
地方の起爆剤としての効果は筆者も期待したいが、 多大な期待を掛けなぃほ
うがいいと思う。
住居移動がないのであれば、 現在住んでいる地域で就業機会を探すことに
なるが、 個々人にふさわしぃ職を一定の地域の中で供給するには限界がある。
高齢者の割合が他の地域と比較して高い地域或いはその割合が急激に高まる
地域では、さらに難しくなる。例えば、大都市近郊のいわゆるニュ一夕ウン
では、高齢化の進行が急激且つ集中して起こることが指摘されている. (浅野、
2013、p. 4 3 )。こうしたニュータウンの物件購入者はサラリマーン層が多い
と思われ、職業経験もかなり似たものとなるだろう。 こうした地域で、急増
する高齢者が職を探すのが難しぃことは十分想像出来る。
こうした状況の中で、高齢者の就業をどう支援したらいいだろうか。
4 多様な希望に柔歡に対応できる配慮が必要
( 1 )  それまでの就業状況を反映した多種多様な希望
高齢者の希望する就業はさまざまで、 それ以外の層では登場しない項目や
希望しない就業として挙げられていた項目が上位にくる場合もある。 高齢者
とそれ以外の層でどのような違いがあるか、梅澤(2012a、pp.43-4 6)から一
例を挙げておこう。調査対象の60̃64歳層のうち55歳以降に転職経験がある
者に対して転職の理由を聞いた回答として、 「以前の会社には賃金や仕事の
内容で不満があった」 「継続雇用制度がなかった」 が男女共に1、 2位を占め
る。さらに男性では「以前から定年後は違う仕事をしたかった」 「以前から
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知人に誘われていて定年を契機に転職した」 といった回答、 女性では 「パー
ト夕イムの勤務がしたかった」 「以前の会社は通勤が遠かった」 とぃった回
答がそれなりの割合を占めており、他の年齢層とはやや様相を異にする部分
がある。
転職理由や就業希望に関して高齢者の回答が他の層と重ならない部分を
持つているのは、より若い年齢で行われた同種のアンケー ト調査よりも、安
定した職を得てきた人たちにおける希望が大きく反映されている可能性があ
るからだろう。つまり、高齢者のそれは、他の年齢層と比べるとより多様な
層からのものであるため、他の年齢層とは異なってくる、 と考えればいい。
それまで比較的安定した就業機会を得られた高齢者の中には 「今までと違つ
た仕事」とか「パー ト夕イムの勤務」とぃった言葉に共感する人もぃるだろ
う。 厚生年金受給者のような経済的に余裕のある高齢者の中には、 生きがい
を求め、 短時間や短期間の就労、 自宅から近い場所での就労、 社会参加を望
む人が多い、といった指摘とも平仄が合う (厚生労働省、2013b、p. 4 )。一
方で、 安定した就業機会を得られなかった高齢者は十分な資産蓄積が進んで
おらず、 経済的理由から働かざるを得ない。 そうぃった経済的な余裕のない
高齢者にとっては、 働く場所の確保と給与額の多さが最優先だろう。
継続雇用が強く求められるのなら、 企業は中途採用にっいて一段と選別的
に行うことになるだろう。安定した雇用機会を得られていない人が、中高年
になってそうぃった場を確保出来る可能性は一段と減ることが予想される。
となれば、高齢者間のこうした差が縮小していくとは考えにくぃため、高年
齢者の就業希望も、 引き続き多様なものであり続けるのではないか。
(2) 高い就業意欲をふまえた対応
池田(2011、pp.104-106)によるアンケトー調査結果の分析では、日本、ア
メリカ、 ドイッ、スウェーデンの各国では、男性の望ましぃ引退年齢として
「65歳ぐらい」とする意識が見られるとする。その中でも「70歳ぐらい」と
いう回答も同様に多い日本に対して、 ドイッとスウ ェーデンは「60歳ぐら
い」という回答のほうが多く、アメリカは「60歳ぐらい」 「70歳ぐらい」に
も回答が分散していることを指摘している7。 日本の高齢者が望ましぃとする
引退年齢は国際的に見ても高く、 高齢でも就業意欲の高いことがみてとれる。
池田(前掲、p.89)では、今後の就労意欲を問う質問(現在、収入を伴う仕
事をしている高齢者が、 今後も収入を伴う仕事をしたいと思うか) にっいて
も、 日本とアメリカと韓国では約9割の就業者に就業継続意欲があるのに対し
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て、 ドイッでは約65%、 スウェー デンは70%と、 やや低い数字となっている
ことを指摘している。 日本の場合、就業の場さえ確保すれば就労に結びっく
可能性が高いと考えられる。
こうした就業意欲の高さには、色々な背景がある(図表5)。就業希望が
さまざまな理由に分かれるのだから当然だろう。就労の継続を希望した高齢
者に、今後も仕事を続けたい理由を聞いた質問で、 「収入がほしぃ」 と答え
た回答者はどの国でも多い。 欧米諸国で多いのは、 「仕事そのものが面白い
から」となっている。
日本の場合は 「体によい」 という回答が多いことが特徴だ。 ただ、 第1回調
査からの推移をみると、 この回答の割合が減る一方で、 「仕事そのものが面
白い」の割合が增えているなど、徐々に欧米型に近づいている様子が見て取
れる(図表6)。塚田(2011、pp.268-269)も日米の数値を比較する中で、日
本における「仕事そのものが面白い」とぃう回答の割合が上昇してアメリカ
に近づいている点を指摘し、 現在の高齢者とは異なる教育と価値観をもった
団塊の世代が労働市場を離れて高齢者世代に入つてくるため、 更なる変化が
予想される、 と言及している。 高齢者の就業は、 それに対する希望が変化し
つつあることも念頭に置きながら考えていく必要があるだろう8。
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( 3 ) 地域の課題としての高齢者雇用
地域の何十年か先を見据えた視点から、 若年層の雇用をどう確保するかが
地域の問題として多々取り上げられているのは当然のことと思う。ただ、
個々人の就業の問題に限れば、 若年層は移動が比較的自由なので、 特定地域
と切り離して考えることも出来る。
継続雇用など雇用期間を延長する方向で進めてきている日本の高齢者雇用
対策は、 ただでさえ小さい住居移動の可能性を、 結果として更に抑え込んで
いるようにみえる。そのため、起業支援や職業訓練などを通じた転職支援と
いった就業対策と比べると、 高齢者を雇用する企業と高齢者が居住する地域
にしわが寄つていると感じる。高齢化が今後更に進行する中では、企業を通
じた対策には限界がある。 そうぃった中で、 高齢者が居住しているそれぞれ
の地域が、今まで以上に努力することが求められてくるのではないか。個人
差が大きぃ高齢者にとって、 なるたけ希望に沿つた色々な選択が出来る就業
環境を整備していくためには、 地域の実情に応じたきめ細かい対応が必要に
なる、と思われる。
?
?
?
?
それぞれ直近の2010年時点調査を使用。 2010年調査は他の年の調査と比較する と、
日米どちらも5年移動率が小さくなっている。 ここでは日米の比較及び年齢毎の
違いを説明するために使用するので、 特に支障ないと考えた。
米国ではIhrke(2011,p.8)。日本では林他(2013,p.133)の表「V-2をみると、移動理
由として健康上の理由を挙げる回答が高齢者になると急增している (808̃4歳で
男性回答の20. %、女性回答の13.3%、85歳以上だと男性回答の37.5%、女性回答
の26.9%を占める)。
農業従事者にっいては、 現在の居住地と結びっいた就業であるためやや特殊と判
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断した。
4 就業者全体に占める農業従事者の割合を2012年の数値で比較すると、 韓国6.2 %、
日本3.6%、スウェーデン2.0%、 ドイッ1.6%、アメリカ1.5%である。
5 清家(2012、pp.21-22)は、定年を引き上げるとすれば、年功賃金カーブの傾き
を緩やかにし、 更には退職金の額も抑えることで、 貢献総額と報酬総額が引き上
げられた定年年齢でバランスするようにしなくてはならない、と主張している。
6 自営業に転じた筆者の知人たちからは、 年齢が高くなると気持ちが続かないと思
うとか、50歳代での転身がギリギリではないか、といった声を聞く。筆者が趣味
としている農作業でも、多少体力がある年齢から始めて徐々に慣らしていくこと
が必要、と思う。
7 なお、韓国は「70歳ぐらい」が最も多い。これは前述したように、農業従事者の
割合が他と比べて高いという事情があるためと考えられる。
8 欧米型に近づいているという点をふまえると、例えば、欧米諸国で一般的な流れ
となっているェイジフリーの考え方を既存の体系の中にどう組み入れていくかと
いった点にっいて一段の配慮が必要になるのかもしれない。
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